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宇都宮市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱（平成２９年告示第７１－４号）の一部を改正する告示 新旧対照表 

改正後（新） 改正前（旧） 

 

宇都宮市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱 

 

第１条～第４条  （略） 

 

 （総合事業の対象者） 

第５条 第３条各号に掲げる総合事業の対象者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

⑴ 法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下「居宅要支援被保険者」

という。） 

⑵ 市内に住所を有する６５歳以上の者であって，介護保険法施行規則第１４０条

の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労

働省告示第１９７号。以下「告示」という。）様式第１の質問項目（以下「基本チ

ェックリスト」という。）に対する回答の結果に基づき，告示様式第２に掲げるい

ずれかの基準に該当するもの（以下「事業対象者」という。） 

 ⑶ 法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者（以下「居宅要介護被保険者」

という。）であって，要介護認定による介護給付に係る居宅サービス，地域密着型

サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービス（以下「要介護認定

によるサービス」という。）を受ける日以前に前２号のいずれかに該当し，第１号

事業（前条第３号の方法によるものに限る。以下この号において同じ。）のサービ

スを受けていた者のうち，要介護認定によるサービスを受けた日以後も継続的に

第１号事業のサービスを受ける者 

 

第６条～第７条  （略） 

 

第８条 指定事業者は，省令第１４０条の６３の５第１項第１号，第２号，第４号，

第５号，第７号，第８号及び第１２号に掲げる事項に変更があったとき，又は，事

業を再開したときは，それぞれ変更があった日又は再開した日から１０日以内に市

長に届け出なければならない。 

 

第９条～第２０条  （略） 

 

別表第１（第３条関係）  （略） 

 

宇都宮市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱 

 

第１条～第４条  （略） 

 

 （総合事業の対象者） 

第５条 第３条各号に掲げる総合事業の対象者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

⑴ 法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下「居宅要支援被保険者」

という。） 

⑵ 市内に住所を有する６５歳以上の者であって，介護保険法施行規則第１４０条

の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労

働省告示第１９７号。以下「告示」という。）様式第１の質問項目（以下「基本チ

ェックリスト」という。）に対する回答の結果に基づき，告示様式第２に掲げるい

ずれかの基準に該当するもの（以下「事業対象者」という。） 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

第６条～第２０条  （略） 

 

第８条 指定事業者は，省令第１４０条の６３の５第１項第１号，第２号，第４号，

第５号，第７号，第８号，第１２号，第１４号及び第１５号に掲げる事項に変更が

あったとき，又は，事業を再開したときは，それぞれ変更があった日又は再開した

日から１０日以内に市長に届け出なければならない。 

 

第９条～第２０条  （略） 

 

別表第１（第３条関係）   （略） 
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別表第２（第１１条関係） 

 １ 訪問型サービス相当 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号

に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労

働省告示第７２号。以下「算定告示」という。）別表の１

イからハ及びチからルに定める。 

 

厚生労働大臣が定め

る１単位の単価（平成

２７年厚生労働省告

示第９３号。以下「単

価告示」という。）の

規定により，１０円に

市の地域区分におけ

る訪問介護の割合を

乗じて得た額 

 

 ２ 訪問型サービスＡ 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

事業対象者・要支援１・２ 

週１回６０分程度 

８２３ 

(８２４) 
１月につき 

単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

訪問介護の割合を乗

じて得た額 

ただし，令和３年９月

３０日までの間は，左

欄の（）内の単位数を

適用する。 

（日割） ２７ １日につき 

事業所と同一建物の利用

者又はこれ以外の同一建

物の利用者２０人以上に

サービスを行う場合 

７４１ 

(７４２) 
１月につき 

（日割） ２４ １日につき 

事業対象者・要支援１・２ 

週２回程度 

１，６４４ 

(１，６４６) 
１月につき 

（日割） ５４ １日につき 

事業所と同一建物の利用

者又はこれ以外の同一建

物の利用者２０人以上に

サービスを行う場合 

１，４８０ 

(１，４８１) 
１月につき 

（日割） ４９ １日につき 

 

  

 

別表第２（第１１条関係） 

 １ 訪問型サービス相当 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０

６０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事

業の実施について」別紙。以下「通知」という。）別添

１の１イからハ及びチからルに定める。 

厚生労働大臣が定め

る１単位の単価（平成

２７年厚生労働省告

示第９３号。以下「単

価告示」という。）の規

定により，１０円に市

の地域区分における

訪問介護の割合を乗

じて得た額 

 

 ２ 訪問型サービスＡ 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

事業対象者・要支援１・２ 

週１回６０分程度 
８２０ １月につき 

単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

訪問介護の割合を乗

じて得た額 

（日割） ２７ １日につき 

事業所と同一建物の利用

者又はこれ以外の同一建

物の利用者２０人以上に

サービスを行う場合 

７３８ １月につき 

（日割） ２４ １日につき 

事業対象者・要支援１・２ 

週２回程度 
１，６３９ １月につき 

（日割） ５４ １日につき 

事業所と同一建物の利用

者又はこれ以外の同一建

物の利用者２０人以上に

サービスを行う場合 

１，４７５ １月につき 

（日割） ４９ １日につき 
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３ 訪問型サービスＢ   （略） 

 

 ４ 訪問型サービスＣ   （略） 

 

 ５ 通所型サービス相当 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

算定告示別表の２に定める。ただし，イ⑶及び⑷を除く。 単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

通所介護の割合を乗

じて得た額 

 

６ 通所型サービスＡ 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

事業対象者・要支援１・２ １，２７７ 

(１，２７９) 
１月につき 

単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

通所介護の割合を乗

じて得た額 

ただし，令和３年９月

３０日までの間は，左

欄の（）内の単位数を

適用する。 

（日割） ４２ １日につき 

利用者の数が利用定員を

超える場合 

８９４ 

(８９５) 
１月につき 

（日割） ２９ １日につき 

看護・介護職員の員数が基

準に満たない場合 

８９４ 

(８９５) 
１月につき 

（日割） ２９ １日につき 

事業所と同一建物に居住

する者又は同一建物から

利用する者に通所型サー

ビスを行う場合又は事業

所が送迎を行わない場合 

３７６減算 １月につき 

 

 ７ 通所型サービスＢ  （略） 

 

 ８ 通所型サービスＣ  （略） 

 

 ９ 第１号生活支援事業 （略） 

３ 訪問型サービスＢ   （略） 

 

 ４ 訪問型サービスＣ   （略） 

 

５ 通所型サービス相当 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

通知別添１の２に定める。ただし，イ⑶及び⑷を除く。 単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

通所介護の割合を乗

じて得た額 

 

６ 通所型サービスＡ 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

事業対象者・要支援１・２ 

 
１，２６４ １月につき 

単価告示の規定によ

り，１０円に宇都宮市

の地域区分における

通所介護の割合を乗

じて得た額 

（日割） ４２ １日につき 

利用者の数が利用定員を

超える場合 
８８５ １月につき 

（日割） ２９ １日につき 

看護・介護職員の員数が

基準に満たない場合 
８８５ １月につき 

（日割） ２９ １日につき 

事業所と同一建物に居住

する者又は同一建物から

利用する者に通所型サー

ビスを行う場合又は事業

所が送迎を行わない場合 

３７６減算 １月につき 

 

 ７ 通所型サービスＢ   （略） 

 

 ８ 通所型サービスＣ   （略） 

 

 ９ 第１号生活支援事業  （略） 
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 １０ 第１号介護予防支援事業 

算定項目 単価 

市長が別に定める。 居宅要支援被保険者又は事業対象者に対するもの

４，５６３円（令和３年９月３０日までの間は，４，

５７４円），初回加算３，１２６円，委託連携加算３，

１２６円 

居宅要介護被保険者のうち，要介護１又は要介護２

の認定を受けた者に対するもの１１，２１１円（令

和３年９月３０日までの間は，１１，２２２円），初

回加算３，１２６円，委託連携加算３，１２６円 

居宅要介護被保険者のうち，要介護３，要介護４又

は要介護５の認定を受けた者に対するもの１４，５

６７円（令和３年９月３０日までの間は，１４，５

７７円），初回加算３，１２６円，委託連携加算３，

１２６円 

 

別表第３（第１３条関係）  （略） 

 

 

 １０ 第１号介護予防支援事業 

算定項目 単位数 算定単位 単価 

市長が別に定める。   ４，４９１円（初回加算

３，１２６円，介護予防

小規模多機能型居宅介

護事業所連携加算３，

１２６円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３（第１３条関係）  （略） 

 
 


